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背景

• 生産年齢人口減少、労働市場への女性の参入が国策。

• しかしながら、ほとんどの職場では就労女性の月経・妊娠・生殖器がん検診
受診勧奨等は取り組みが未着手である。

• 月経随伴症における労働損失は6828億円、さらに更年期障害に関しては、1.9兆円に
上ると試算されており、これらのうち月経随伴症は約7割が欠勤、パフォーマンス
低下による労働生産性の損失、更年期障害は9割以上がこれらの労働生産性の問題
に加えて離職が原因とされている。婦人科がんについては欠勤、パフォーマンス低
下、離職に加え休職が労働生産性損失に大きく影響している。
しかしながら、これまで疾患の有病率、治療薬のトレンドや、離職について客観的
かつ大規模なデータを活用した研究は我が国に存在しない。

https://consult.nikkeibp.co.jp/ccl/atcl/20220920_1/
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目的と研究テーマ

【目的】

就労女性における月経関連症状および生殖器がんについて、医療機関に受診している
割合はどの程度あり、その労働生産性への影響、すなわち、欠勤や休職、退職などは
どの程度あるのか、健康課題と健康診断のエビデンスを分析し、就労女性の健康保持
増進に向けた対策をまとめる。

【研究テーマ】

① 女性特有疾患の受療率の推定

② 女性特有疾患が労働生産性に与える影響

③ 生殖器がんと就労女性の離職率

④ 特定健診で測定されたヘモグロビン値による女性特有疾患の予測

※女性特有疾患：月経困難症、月経前症候群（PMS）、更年期障害など
※生殖器がん：乳がん、子宮頸がん、子宮体がん、卵巣がん
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テーマ①女性特有疾患の受療率の推定
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方法：対象の抽出フローチャートと疾患の定義
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月経随伴症状および更年期障害の年次推移
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更年期障害に対する年代別処方率と薬剤
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更年期障害に対する年代別ホルモン補充療法処方

9



ED

Index date* ‡ (Day 0)
ケース:生殖器がんの初発

対照患者:出生年、エントリー月、基準日時点の年齢でマッチングされた患者
除外①

過去２年にわたりこの間にがんの診断と治療を開始しているもの

追跡期間０－２４か月

過去２年間の既往歴

基本属性はtime0で収集

除外②
Time 0において５８歳以上の女性

過去２年の検診データ

* インデックス日（time0)は、日本健康保険協会の全国規模の大規模データベースにおいて、参加者が乳がん（コホート1）、子宮頸がん（コ
ホート2）、子宮体がん（コホート3）、または卵巣がん（コホート4）の初めて診断を受けた月と定義された。§エントリー月は、日本健康保
険協会の健康保険制度に加入した月と定義された。$ 共変量として、健康診断データから、肥満度指数、飲酒頻度、喫煙状況、睡眠状況、運動
状況が取得された。# 既往歴として、睡眠障害、気分障害、不安障害、認知障害、該当するがん種以外のすべてのがん、乳房の良性腫瘍、子宮
の良性腫瘍、卵巣の良性腫瘍が含まれた。¶ 人口統計学的特性として、年齢、地域、月収、現職での勤務年数、基準日における産業分類が含ま
れた。† 退職、死亡、または研究期間終了の最初の事例で打ち切り。

エントリー月§

Time (months)

0 24-24

テーマ③：生殖器がんと就労女性の離職率
～生殖器がんの診断を受けた就労女性は離職しやすいか～

観察期間：2015年4月1日～2023年3月31日
対象者：15歳から58歳までの25,082,935人
アウトカム：離職
分析方法
①Cox比例ハザードモデル
競合リスク解析

（競合リスク：死亡）
複合エンドポイント（離職と死亡）

②Cサブグループ解析
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競：競合リスク解析（競合リスク：死亡）
複：複合エンドポイント（離職と死亡）

複

競

乳癌 子宮頸がん 子宮体がん 卵巣がん

生殖器がんの離職リスク
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A 乳癌 B 子宮頸がん

C 子宮体癌 D 卵巣がん
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すべての生殖器がんにて離職＋死亡リスクは対照患者に比べ高い
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C50：乳がん サブグループ解析（MIあり、調整なし）

うつの既往歴
p<0.0001

年齢が高い
p<0.001

月収が低い
P<0.001

公務員

産業
p<0.0001

検診受診歴なし
p=0.016
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C53：子宮頸がん サブグループ解析（MIあり、調整なし）

うつの既往歴

年齢が高い
p<0.001

居住地域
p=0.037

月収が低い
P=0.027
資格期間が⾧い

P<0.001
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C54：子宮体がん サブグループ解析（MIあり、調整なし）

うつの既往歴

年齢が高い
p<0.001

月収が低い
P=0.011

資格期間が⾧い
P=0.001
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C56：卵巣がん サブグループ解析（MIあり、調整なし）

うつの既往歴

年齢が高い
p<0.001

月収が低い
P<0.001

資格期間が⾧い
P=0.015
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まとめ
① PMSによるホルモン療法が月経困難症の保険疾病名で代用されることを
考慮しても、更年期障害とPMSを比べると女性の健康問題は更年期世代
においてVolume zoneが高いことが示唆された。

② 更年期障害でHRTを使用している割合は3割程度、漢方は半数程度。
医療機関を受診する点で言えば、今回のデータは症状が重いものを
示唆するものであり、十分に治療が行われているのか疑問である。
更年期障害の診断基準がない状況において、女性本人のセルフチェック
が重要であることが示唆される。

③ 生殖器がん（乳がん・子宮がん・卵巣がん）による離職率は競合リスク
である死亡を含めた複合エンドポイントでも有意にリスクが増加した。
層化分析にて、年齢が高い、資格期間が⾧い、年収が低い、うつの既往
歴があるものが離職のリスクが高かった。

→男性と比べて高いのか、女性だけに限った話なのか検証する必要がある
（大腸がんで検証予定）。また、離職のリスク分析については、進行度や
治療の回数などの情報を入れた更なる分析が必要。婦人科がんによる
労働生産性損失の経済損失は、離職は1600億円、休職は3000億円という
試算もあり、政策の枠組みからの支援も議論に入ってくる可能性がある。 17
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